
 

資料２ 中間評価で未収集の指標の評価について  

 

課題４ 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減   

【住民自らの行動の指標】         

4-9 出産後１か月時の母乳育児の割合 

策定時の現状値 ベースライン調査等 目標 直近値 調査 

44.8% 平成１２年乳幼児身体発育調査 増加傾向へ 42.4% 平成１７年度乳幼児栄養調査 

    データ分析     

結果  生後１か月時点で母乳のみを与える割合は、ベースライン調査によると 44.8%であったが、直近値では 42.4%であった。 

分析 

 データの調査項目は、生後１か月時点で、母乳のみを与える割合であり、平成１２年 44.8%から平成１７年度 42.4%に減少

している。しかし、指標は出産後１か月時の母乳育児の割合であり、母乳のみを与えることだけが母乳育児とはいえないた

め、使用しているデータが直接指標を示すものではない。 

 また、乳幼児身体発育調査と乳幼児栄養調査は、調査法が違うため、精確には比較できない。平成１７年度「健やか親子

２１の推進のための情報システム構築と各種情報の利活用に関する研究」（主任研究者：山縣然太朗）において全国から

無作為抽出された市区町村における調査の結果では、１か月時の母乳栄養の割合は 47.2％という報告もある。 

平成１７年度の乳幼児栄養調査の結果、授乳や食事について不安な時期は出産直後がピークであり、授乳についての

問題をあげたものは約７割であった。また、出産施設での支援があった場合に、母乳栄養の割合が高率であったことなどを

踏まえ、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域での支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続する

ためには必要であることから、平成１８年度に、「授乳・離乳の支援ガイド（仮称）のための研究会」が設置された。 

評価  今後更なる取組が必要である。 

調査・分析上の課題 
 平成１２年の乳幼児身体発育調査と平成１７年度の乳幼児栄養調査は、調査法が違うため、精確には比較できない。そ

のため、最終的には、平成２２年に実施される乳幼児身体発育調査の値によって比較する必要がある。 

目標達成のための課題 
 母乳育児の推進に関して、引き続き両親に対する啓発を行うことも必要であるが、それを助言する立場の保健医療機

関、保健医療従事者に、母乳育児推進のための努力事項などを伝えていく必要がある。 


